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一
般
会
計
予
算
討
論
要
旨

平　
　

成

十
七
年
度

清瀬市児童センター（ 7 月 23 日オープン ）　　　　　

　

国
と
地
方
の
税
財
政
を
見
直
す
三 

位
一
体
の
改
革
の
流
れ
の
中
、
市
町 

村
合
併
へ
の
道
を
選
ば
ず
、
限
ら
れ 

た
財
源
を
い
か
に
効
率
的
に
運
営
す 

る
か
の
一
点
に
見
据
え
た
こ
の
予
算 

編
成
に
当
た
り
、
安
全
・
安
心
な
ま 

ち
づ
く
り
、
災
害
時
の
避
難
場
所
と

し
て
小
中
学
校
の
体
育
館
の
耐
震
化

工
事
、
子
育
て
支
援
（
仮
称
）「
児
童
セ

ン
タ
ー
」
の
開
設
、
秋
津
駅
の
エ
レ

ベ
ー
タ
ー
・
エ
ス
カ
レ
ー
タ
ー
設
置
、

「 

柳
瀬
川
回
廊
」
整
備
構
想
、
農
産
物

統
一
の
キ
ャ
ラ
ク
タ
ー
計
画
、 

商
工   

会
活
性
化
へ
の
空
き
店
舗
チ
ャ
レ
ン

ジ
事
業
、
個
人
情
報
保
護
へ
の
委
員

会
設
置
の
た
め
等
の
予
算
計
上
が
さ

れ
「
住
ん
で
よ
か
っ
た
。
清
瀬
に
住

み
た
い
。」
と
言
わ
れ
る
「
ま
ち
づ
く  

り
」
に
視
点
を
置
い
た
平
成
十
七
年 

度
予
算
に
賛
成
い
た
し
ま
す
。

　

平
成
十
七
年
度
予
算
は
、
市
内
の
人
口
の
増
加
等
に
よ
り
歳
入
の
要
で
あ
る
市

税
収
入
に
多
少
の
伸
び
が
見
込
ま
れ
ま
す
が
、
国
の
三
位
一
体
改
革
に
伴
う
影
響

な
ど
も
あ
り
、
歳
入
面
で
の
大
幅
な
増
加
は
期
待
で
き
な
い
状
況
に
あ
り
ま
す
。

　

ま
た
、
不
足
す
る
財
源
を
補
っ
て
き
ま
し
た
各
種
基
金
も
心
も
と
な
い
状
況
に

あ
り
、
ま
だ
ま
だ
厳
し
い
状
況
に
あ
り
ま
す
。

　

こ
の
よ
う
な
状
況
の
中
、子
育
て
支
援
や
健
康
施
策
の
充
実
な
ど
市
民
の
安
全
・

安
心
の
確
保
、
ま
た
、
商
業
振
興
対
策
や
柳
瀬
川
沿
い
の
水
と
緑
の
空
間
整
備
な

ど
、
個
性
を
生
か
し
た
特
色
あ
る
ま
ち
づ
く
り
を
推
進
し
て
い
く
た
め
の
予
算
を

計
上
し
て
お
り
ま
す
。

　

平
成
十
七
年
度
一
般
会
計
の
予
算
規
模
は
、
前
年
度
と
比
較
す
る
と
率
で
九
・

五
％
減
の
二
百
二
十
一
億
二
千
万
円
と
な
っ
て
お
り
ま
す
が
、
安
全
・
安
心
ま
ち

づ
く
り
を
推
進
す
る
取
り
組
み
と
し
て
、秋
津
駅
の
エ
レ
ベ
ー
タ
ー
・
エ
ス
カ
レ
ー

タ
ー
設
置
や
学
校
体
育
館
の
耐
震
化
、
子
育
て
支
援
と
し
て
、（
仮
称
）
清
瀬
市

児
童
セ
ン
タ
ー
の
開
設
や
子
ど
も
家
庭
支
援
セ
ン
タ
ー
で
の
事
業
展
開
、
教
育
環

境
の
整
備
を
進
め
る
も
の
と
し
て
、（
仮
称
）
清
瀬
市
教
育
相
談
セ
ン
タ
ー
の
開

設
や
第
四
中
学
校
校
舎
大
規
模
改
造
事
業
（
Ⅱ
期
西
棟
工
事
）、
商
業
振
興
対
策

と
し
て
空
き
店
舗
チ
ャ
レ
ン
ジ
事
業
等
支
援
、
清
瀬
ら
し
さ
を
生
か
し
た
ま
ち
づ

く
り
の
一
環
と
し
て
、
柳
瀬
川
回
廊
構
想
の
推
進
や
緑
地
の
整
備
、
自
然
環
境
の

保
護
等
を
目
的
と
し
た
自
然
保
護
レ
ン
ジ
ャ
ー
制
度
の
創
設
等
の
予
算
化
を
図
っ

て
お
り
ま
す
。
ま
た
、
特
別
会
計
で
は
、
国
民
健
康
保
険
事
業
特
別
会
計
及
び
老

人
保
健
医
療
特
別
会
計
の
大
幅
な
増
等
に
よ
り
、
全
体
で
は
前
年
度
と
比
べ
て
率

で
七
・
八
％
増
の
百
七
十
四
億
六
千
二
百
二
十
万
円
と
な
っ
て
お
り
ま
す
。

　　　

　

今
、
国
及
び
地
方
の
借
入
金
は
、

総
額
約
七
三
〇
兆
円
に
も
達
し
、
こ

の
問
題
解
決
は
緊
急
の
課
題
で
あ
る

と
同
時
に
、
地
方
財
政
へ
大
き
な
影

響
を
含
む
も
の
で
す
。
今
回
の
予
算

は
持
続
可
能
な
街
づ
く
り
を
標
榜
し
、

職
員
定
数
削
減
計
画
の
一
年
前
倒
し

等
改
革
を
進
め
て
い
る
。
又
、
困
難

な
財
政
環
境
の
中
、
児
童
セ
ン
タ
ー

の
開
設
等
の
子
育
て
支
援
政
策
の
充

実
、
秋
津
駅
エ
レ
ベ
ー
タ
ー･

エ
ス

カ
レ
ー
タ
ー
設
置
等
大
い
に
評
価
す

る
と
こ
ろ
で
賛
成
す
る
も
の
で
す
。

　

た
だ
、
２
年
後
に
迫
っ
た
団
塊
の

世
代
の
高
齢
化
に
向
け
、
社
会
基
盤

整
備
と
協
働
の
街
づ
く
り
の
面
よ
り

総
合
的
政
策
の
必
要
性
又
、
市
職
員

の
年
齢
構
成
で
、
20
歳
代
が
わ
ず
か

26
人
な
の
は
問
題
で
、
持
続
可
能
な

市
役
所
の
創
造
を
付
言
し
ま
す
。

　

消
極
的
で
あ
り
ま
す
が
、
賛
成
し
ま
す

　

ｐ
Ｃ
Ｂ
含
有
安
定
器
の
対
応
に

つ
い
て
、
二
〇
〇
一
年
に
解
決
済
み
で 

あ
っ
た
筈
が
、
新
た
に
Ｐ
Ｃ
Ｂ
含
有

安
定
器
が
３
９
６
個
も
見
つ
か
り
、

既
に
保
管
さ
れ
て
い
る
１
５
７
個
の

保
管
方
法
の
不
備
も
指
摘
を
し
て
い

ま
し
た
が
、
新
年
度
予
算
に
お
い
て

全
面
的
な
解
決
の
見
通
し
が
立
ち
ま

し
た
。

　

た
だ
、
問
題
点
を
三
点
指
摘
し
ま

す
。
①
子
育
て
支
援
策
に
お
け
る
、

け
や
き
幼
稚
園
と
元
町
乳
児
保
育
園

廃
園
の
問
題
で
す
。
②
教
育
プ
ラ
ン

に
つ
い
て
で
す
。
教
育
委
員
会
は
予

算
審
議
の
場
で
、
目
的
な
ど
明
確
な

答
弁
が
出
来
な
か
っ
た
こ
と
で
す
。

③
予
算
審
議
に
先
立
ち
、
市
役
所
の

組
織
改
正
に
つ
い
て
説
明
が
な
か
っ

た
の
は
、
問
題
で
す
。

。

歳 出

歳出

総務費

教育費

公債費

土木費

衛生費

10,050,449

3,304,640

2,564,878

2,030,232

1,157,661

1,628,945

45.4%

14.9%

11.6%

9.2%

5.2%

7.4%
5.1%

22,120,000千円歳出総額

民生費

その他
1,118,579

議会費
264,616
1.2%

786,255
3.6%

諸収入

3,100,000
14.0%

地方交付税

3,133,901
14.2%

国庫支出金

2,576,133
11.6%

都支出金

1,479,900
6.7%

市債

2,528,636
11.4%

その他

8,191,674
37.0%

市　税

歳入

歳 入

22,120,000千円歳入総額

323,501
1.5%

繰入金

　

新
年
度
予
算
で
は
、
子
育
て
支
援

や
震
災
対
策
な
ど
で
充
実
し
て
い
ま

す
が
、
補
助
金
削
減
や
就
学
援
助
の

認
定
基
準
切
下
げ
、
市
立
幼
稚
園
や

保
育
園
廃
園
が
す
す
め
ら
れ
ま
し
た
。

　

政
府
の
7
兆
円
負
担
増
で
、
市
民
の

暮
ら
し
は
大
変
で
す
。
高
齢
者
や
障

害
者
へ
の
配
慮
を
予
算
の
基
本
に
位

置
づ
け
る
べ
き
で
す
。

　

共
産
党
は
、
○
五
年
度
予
算
で
財

政
調
整
基
金
の
８
％
を
取
り
崩
し
て

乳
幼
児
医
療
費
助
成
充
実
や
耐
震
診

断
・
補
強
へ
の
支
援
、
削
減
さ
れ
た

施
策
の
復
活
を
求
め
ま
し
た
が
、
市

長
は
拒
否
し
、
現
金
給
付
型
施
策
も

否
定
し
ま
し
た
。
基
金
へ
の
積
立
て

は
必
要
で
す
が
、
切
実
、
緊
急
な
要

求
に
は
応
え
る
べ
き
で
す
。
市
民
へ

の
税
の
還
元
が
予
算
の
基
本
だ
か
ら

で
す
。
以
上
反
対
し
ま
す
。

、


